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資産の取得に関するお知らせ≪レジディア栄≫ 
 
 

アドバンス・レジデンス投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産運

用会社であるＡＤインベストメント・マネジメント株式会社は、本日、成長戦略の一環として、国内不動

産の取得（以下「本取得」といいます。）につき下記のとおり決定しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1． 本取得について 
本投資法人の規約に定める資産運用の対象及び方針に基づき、全国及び全住戸タイプへの分散投資によ

る資産規模の成長と安定的収益の確保を実現するポートフォリオ構築を図るため、下記資産の取得を決定

しました。 

 

物件番号 取得予定資産の名称（注 1） 取得予定資産の 
種類 

取得予定価格（注 2） 

R-71 
レジディア栄 

（グレイスガーデン栄イースト） 
不動産 868,800,000 円 

（注1） 本投資法人は、取得予定資産の物件名称を本投資法人による取得後に変更する予定のため、変更後の名称
を記載し、括弧内に本日現在の名称を記載しています。 

（注2） 取得予定価格は、取得予定資産の不動産売買契約書に記載された売買金額（取得に要した諸費用（公租公
課等）を含まない金額）をいいます。 
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昨今、活況を呈している不動産売買市場において、足元の取引参加者は多様化し、物件の取得競争は引

き続き厳しい状況が続いています。とりわけ、築浅かつ投資法人における収益力の維持・向上に資する利

回りを安定的に享受できるような大都市圏都心部の物件取得環境は、新規賃貸住宅物件の開発が未だ売買

市場における品薄感を解消するに至っていないこともあり、一層厳しさを増しています。 

そのような環境下、運用会社独自のネットワークを活かしたソーシングによって、政令指定都市に所在

する希少な物件を確保することに成功しました。 

取得予定資産は償却後利回り 4.6%（注 3）と、既存ポートフォリオの実績償却後利回り 4.5%（注 3）を上回る

収益力を有しております。また、築年数もポートフォリオ全体の平均を下回ることから、投資主価値の向

上に資する物件取得であると考えています。また、本取得においては、鑑定評価額よりおよそ 9.2%下回

る価格で取得することができました。 

（注3） 取得予定資産における償却後利回りは、取得予定資産に係る「（取得時の鑑定評価書における直接還元法上
の年間 NOI 合計-減価償却費年額合計）÷取得予定価格の合計×100」で算出しています。なお、取得予定
資産に係る減価償却費は取得時点において、本投資法人の既存運用資産と同じく、定額法により本投資法
人が一定の仮定の下に算出した試算値であり、年額 9,480 千円を見込んでいます。既存ポートフォリオにお
いては、「（2015 年 7 月期における各物件の年換算実績 NOI の合計-年換算実績減価償却費の合計）÷期末
簿価の合計×100」で算出しています。なお、いずれも小数点第 2 位を四捨五入して記載しています。 

 
なお、本投資法人は本取得に際し、以下の特性を評価しました。 

・地下鉄名城線「矢場町」駅から徒歩 8 分、地下鉄東山線・名城線「栄」駅から徒歩 12 分に位置し、

名古屋市の中心ビジネスエリアや商業エリアへのアクセスが良好であること。 

・周辺にはコンビニエンスストアや食品スーパー、金融機関もあり生活利便性が高いこと。 

・本物件の住戸プランは 1R が中心であり、主に名古屋市中心部に通勤する単身者層等からの賃貸需要

が見込めること。 

 
2． 取得の概要 

物 件 の 名 称 レジディア栄 
取 得 予 定 資 産 不動産 
取 得 予 定 価 格 868,800,000 円 
鑑 定 評 価 額 957,000,000 円 
売 主 非開示 
契 約 締 結 予 定 日 2016 年 1 月 21 日 
取 得 予 定 日 2016 年 1 月 22 日 
取 得 資 金 手元資金 
決 済 方 法 引渡時全額支払 
担 保 設 定 の 有 無 なし 
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3． 取得予定資産の内容 

物件番号 R-71 
物件名   レジディア栄 
住居表示 愛知県名古屋市中区栄五丁目 7 番 16 号 
      
土地     
  所有形態 所有権 
  面積 391.83 ㎡ 
  用途地域 商業地域 
  容積率/建ぺい率 500％／80％ 
      
建物     
  所有形態 所有権 
  延床面積 2,226.62 ㎡ 
  構造・階数 鉄筋コンクリート造陸屋根 12 階建 
  用途 共同住宅 
  建築時期 2007 年 12 月 
  建築検査機関 株式会社確認サービス 
  設計者 株式会社グランツホーム 1 級建築士事務所 
  構造設計者 有限会社 S&D 建築設計 
  工事施工者 オオタ建設株式会社 
      
信託受託者 - 
プロパティマネジメント会社 株式会社長谷工ライブネット（予定） 
マスターリース会社 株式会社長谷工ライブネット（予定） 
マスターリース種別 パス・スルー型 
      
建物状況調査報告書の概要   
  調査会社 東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 
  調査年月日 2015 年 10 月 15 日 
  緊急修繕費 - 

短期修繕費（1 年以内） - 
長期修繕費（12 年以内） 33,095 千円 

  建物再調達価格 536,000 千円 
      
予想損失率（PML) 4.2% 
      
賃貸借の状況   
  時点 2015 年 12 月 28 日現在 
  テナント総数 1 
  賃貸可能戸数 77 戸 
  賃貸戸数 71 戸 
  賃貸可能面積 1,805.98 ㎡ 
  賃貸面積 1,665.26 ㎡ 
  面積稼働率 92.2% 
  月額賃料 4,813 千円 
  敷金等 4,672 千円 
      
住戸タイプ   

 シングル 77 戸 

 コンパクト - 

 ファミリー - 

 ラージ - 

 ドミトリー - 

 その他 - 
    
特記事項   

   該当事項はありません。 

上記表の項目に関する詳細は、本投資法人のホームページ内の「資産の取得に関するお知らせの
記載事項についてのご説明はこちら」をご参照ください。（http://www.adr-reit.com/financial/bukken/） 
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4. 鑑定評価書の内容 

物件名 レジディア栄 価格時点 2015 年 11 月 1 日 

鑑定会社 大和不動産鑑定株式会社 鑑定評価額 957,000,000 円 

査定項目 査定値（千円） 概要等 

収益価格 957,000 DCF 法によって求められた収益価格と直接還元法による収益価格を

関連づけて試算。 

 直接還元法による価格 968,000  

  潜在総収益 66,729  

  賃貸料収入 65,546 対象不動産の中長期的競争力を勘案のうえ、対象不動産の標準化した

想定貸室賃料収入、共益費収入、駐車場収入を計上。 

  その他収入 1,182 礼金・自販機収入を計上。 

  有効総収益 63,952  

  空室等損失相当額 2,777 

対象不動産の空室率実績及び類似不動産の標準的な空室率に基づき、

対象不動産の競争力等を考慮して、中長期的に安定的であると認めら

れる貸室賃料収入、共益費収入及び駐車場収入に対する空室率を査

定。 

  貸倒損失相当額 0 敷金等により担保されるため計上しない。 

  賃貸事業費用 14,502  

  維持管理費 1,944 過年度実績をはじめ、類似不動産の維持管理費の水準による検証を行

い、計上。 

  水道光熱費 983 類似不動産の水道光熱費の水準及び過年度実績に基づき査定し計上。 

  管理委託費 1,884 予定建物管理業務の内容は概ね標準的であると判断し、当該予定契約

額に基づき、類似不動産の PM フィー水準による検証を行い、計上 

  公租公課 4,100 平成 27 年度の課税標準額を参考に査定。 

  損害保険料 125 見積り保険料及び対象建物と類似不動産の保険料率等を考慮して査

定。 

  賃貸募集経費等 1,691 
貸室について、想定入替率を適用した場合の入替部分に、過年度実績

を参考に、類似不動産の水準に基づき査定したテナント募集費用等を

考慮のうえ、計上。 

  修繕費 1,579 
ER を参考に、類似不動産の修繕費の水準による検証を行い、計上。

また、テナント入替費用を、入替率及び空室率を考慮のうえ査定し、

計上。 

  その他経費 2,192 CATV 使用料等、敷地外駐車場使用料及び更新手数料を計上。 

  賃貸事業損益(NOI) 49,449  

  一時金の運用益 94 運用利回りを 2％として査定。 

  資本的支出 2,096 類似不動産の更新費の水準による検証を行い、ER を参考に査定した

資本的支出の額に基づき計上。 

  正味純利益 47,447  

  還元利回り 4.9% 
基準利回りに、対象不動産の立地条件、建物条件及びその他条件に起

因するスプレッドを加減するとともに、同一需給圏における J-REIT
物件等の鑑定評価における還元利回り等を参考に査定。 

 DCF 価格 952,000  

  割引率 4.7% 類似不動産の取引に係る割引率、他の金融商品に係る利回りとの比較

等から査定。 

  最終還元利回り 5.1% 還元利回りに対する分析期間満了時における対象不動産の市場性等

を考慮して査定。 

積算価格 951,000  

 土地比率 53.0%  

 建物比率 47.0%  

その他、鑑定評価機関が鑑定評価に当たって留意した事項 

特にありません。 
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5. 取得先の概要 

取得予定資産の売主は国内の一般事業会社ですが、先方より同意を得られなかったため、詳細について

は開示いたしません。なお、売主は本投資法人又は資産運用会社と特別な利害関係にある者に該当いたし

ません。 

 

6. 物件取得者等の状況 
特別な利害関係にある者からの取得ではないため、記載を省略します。 

 

7. 耐震性等に関する事項 
取得予定資産について、構造計算書の妥当性につき第三者の調査を実施し、構造計算書等に故意の改ざ

ん、偽造等の不正は見受けられず、法律に準拠した構造計算が実施されたものと判断する旨の調査結果を

得ております。 

調査会社 

商号 東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 
本店所在地 東京都千代田区大手町一丁目 5 番 1 号 
代表者 代表取締役社長 安田 成喜 
資本の額 100 百万円 
大株主 東京海上ホールディングス株式会社 

主な事業の内容 

1. 安全・防災・衛生・環境・製品安全・情報管理等に関する調査、研究、

情報提供、診断、コンサルティング、セミナー開催、出版、及び研修業

務 
2. 企業等が行う安全・防災・衛生・環境・製品安全・情報管理等に関する

業務や事務の受託 
3. 建築工事・土木工事・設備工事、土壌汚染除去工事等の設計、施工、及

び監理 
4. マーケット情報の収集・分析、リスク測定、企業価値の算定業務等のデ

ューデリジェンス業務 等 
本投資法人及び資産運

用会社との関係 
なし 

 

8. 媒介の概要 
商号 東急リバブル株式会社 
本店所在地 東京都渋谷区道玄坂一丁目 9 番 5 号 
代表者 代表取締役社長 榊 真二 
資本の額 139,630 万円 
手数料 媒介者の同意が得られなかったため非開示 
本投資法人又は資産運

用会社との関係 
特になし 

 

9. 今後の見通し 
本取得が、2015 年 9 月 8 日付 2015 年 7 月期決算短信で公表しました「2016 年 1 月期（2015 年 8 月 1

日～2016 年 1 月 31 日）及び 2016 年 7 月期（2016 年 2 月 1 日～2016 年 7 月 31 日）の運用状況の予想に関

するお知らせ」の運用状況の予想に与える影響は軽微であり、それら運用状況の予想に変更はありません。 

 
以 上 
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<添付資料> 

・補足資料 

 1. 本プレスリリースにて開示いたしました取得予定資産について 

2. 合併後本日現在までの物件入替状況について 

（合併後とは、2010 年 3 月 1 日以降をいいます。以下同じです。） 

 

・参考資料 

1. 取得予定資産の写真 

2. 取得予定資産の地図 

 

* 本資料は、兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会に配布しております。 

* 本投資法人のホームページアドレス ： http://www.adr-reit.com 
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（補足資料） 

1. 本プレスリリースにて開示いたしました取得予定資産について 
■ 本件取得物件について 

物件名 築年数 
（注1） 

NOI利回り 
（注2） 

償却後利回り 
（注3） 取得理由 

レジディア栄 8.1年 5.7％ 4.6％ 

既存保有物件の実績償却後利回りより高い

利回りが見込まれ、且つ築年数が浅いこと

から、ポートフォリオの総合的な収益力強

化に寄与すると判断。 

（注1） 築年数は取得予定日における築年数を、小数点第 2 位を四捨五入して記載しています。 

（注2） 「NOI 利回り」は、取得予定資産に係る「取得時の鑑定評価書における直接還元法上の年間 NOI÷取得予
定価格×100」小数点第 2 位を四捨五入して記載しています。 

（注3） 「償却後利回り」は、取得予定資産に係る「（取得時の鑑定評価書における直接還元法上の年間 NOI-減価
償却費年額）÷取得予定価格×100」小数点第 2 位を四捨五入して記載しています。なお、取得予定資産に係
る減価償却費は取得時点において、本投資法人の既存運用資産と同じく、定額法により本投資法人が一定
の仮定の下に算出した試算値であり、年額 9,480 千円を見込んでいます。 
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2. 合併後本日現在までの物件入替状況について 
■ 合併後、本日現在までの物件入替状況 

  取得資産（予定を含む） 譲渡資産 
売買物件数 105 物件 42 物件 
取得価格合計 148,633 百万円 68,725 百万円 
売買代金合計(a) 148,633 百万円 63,356 百万円 
鑑定評価額又は調査価格合計(b)  160,175 百万円 61,122 百万円（注 1） 
比率(a)÷(b)×100% 92.8 ％ 103.7 ％ 
加重平均 NOI 利回り 5.9 ％（注 2） 4.6 ％（注 3） 
加重平均築年数（注 4） 5.0 年 13.1 年 

（注1） 鑑定評価額又は調査価格は売却時点の直近の価格を採用しております。 

（注2） 取得資産の加重平均 NOI 利回り＝取得資産の取得時の鑑定評価書における直接還元法上の年間 NOI の合計÷取得価格の

合計×100 

（注3） 譲渡資産の加重平均 NOI 利回り＝譲渡時の直近期 6 ヶ月実績 NOI の合計（年換算）÷取得価格の合計×100 

（注4） 取得（予定）時点・売却時点の各物件の築年数を取得（予定）価格で加重平均しています。 

■ 合併後、本日現在までの物件入替による住居タイプの増減（単位：戸） 

  シングル   コンパクト   ファミリー   ラージ   ドミトリー   その他   合計  

 都心主要 7 区 754 △3 △41 △170  0 △2 538 

 都心部 1,634 661 418 13 0 10 2,736 
 東京 23 区 2,388 658 377 △157 0 8 3,274 
 首都圏 398 10 △72 0 △748 1 △411 
 政令指定都市等 1,809 1,006 263 55 0 0 3,133 
 その他地域 2,207 1,016 191 55 △748 1 2,722 
 合計 4,595 1,674 568 △102 △748 9 5,996 

■ 本件物件入替後のポートフォリオの状況 

資産規模（取得価格） 4,258 億円 
保有物件数 251 物件 
保有賃貸可能戸数 20,232 戸 
賃貸可能面積 760,506.21 ㎡ 

 
エリア別投資比率 取得価格 投資比率 
 P（都心主要 7 区） 1,691 億円 39.7 % 
 C（都心部） 1,334 億円 31.3 % 
 東京 23 区 3,025 億円 71.1 % 
 S（首都圏） 412 億円 9.7 % 
 R（政令指定都市等） 820 億円 19.3 % 
 その他地域 1,232 億円 28.9 % 
 ポートフォリオ合計 4,258 億円 100.0 % 
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（参考資料） 

1. 取得予定資産の写真 

R-71）レジディア栄 
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2. 取得予定資産の地図 
R-71）レジディア栄 

 

住居表示 愛知県名古屋市中区栄五丁目 7 番 16 号 

R-71）レジディア栄 
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